
住生活基本法案に対する附帯決議（衆議院国土交通委員会 平成１８年４月２８日）

政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを

期すべきである。

一 二十一世紀にふさわしい新たな住宅政策の推進のため、本基本法のもとで必要な法

律、制度等の整備により総合的な住宅政策体系が構築されるよう、また、個々の施策

が効率よく適切に実施され、ゆとりある豊かな住生活が実現するよう、関係機関が最

大限努力すること。

二 構造計算書偽装問題、悪質な住宅リフォーム詐欺、相次いで発生する自然災害と逼

迫する大規模地震の可能性等により、住まいの安全性に対する信頼が揺らいでいるこ

とを踏まえ、国民の不安を解消し、信頼を回復するよう、政府として取り組むこと。

三 住宅事情は地域によって様々であり、その改善・向上は住民の生活に密着した課題

であること、また、市町村合併が進展していること等を踏まえると、市町村の役割は

大きいものと思料されることから、市町村が地域の住宅政策に主体的・積極的に取り

組めるよう、都道府県との連携協力のもと、十分な配慮を行うこと。

四 住生活基本計画の全国計画の策定に当たっては、我が国の国土における気候風土、

歴史文化の多様性を尊重・活用するよう、十分に配慮するとともに、目標の設定に当

たっては、国民の住生活の安定と向上が効果的に推進されるよう、分かりやすい指標

とアウトカム目標の設定に努めること。また、都道府県計画の策定に当たっては、市

町村との十分な協議を行うとともに、地域の住民の意見の反映に努めるよう、必要な

措置を講ずること。

五 住宅建設計画法のもとで居住水準・住環境水準の向上が図られてきたが、住宅の量

から質へと追求すべき政策対象がシフトすることも踏まえ、最低居住水準未満世帯の

早期解消を含め、居住水準、住環境水準の向上に一層努力すること。

六 住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の推進を図るため、交付金・補助

金、税制等財政上の支援の充実に努めるとともに、住宅政策の実施機関として重要な

役割を果たしてきた住宅金融公庫、独立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社等

について、これらが担うべき役割を踏まえ、その機能を十分発揮させていくこと。

七 住宅弱者を救済するためのセーフティネット機能を確保する上で、公営住宅等公的

賃貸住宅の役割は依然として重要であり、需要に対応した供給等が今後も継続して適

切に行われ、住生活の安定の確保が図られるよう、十分に配慮すること。

八 住宅に対するニーズと、中古住宅を含む住宅の供給等の間のミスマッチを解消し、



ストックの有効活用と、居住水準、住み手の満足度の向上を図るため、市場の整備、

流通の促進のために必要な施策の推進に努めること。

九 良好な居住環境の形成を図る一環として、大都市圏を中心に大量に存在する密集市

街地の早期解消に向けて、一層積極的強力な取組みに努めること。


